
証券コード　3431

平成29年６月９日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋富沢町９番19号

宮地エンジニアリンググループ株式会社
代表取締役社長 青田　重利

第14回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第14回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決
権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月27日（火曜日）
午後５時50分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋富沢町11番12号

サンライズビル４階　エキジビションホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 　１．第14期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

　２．第14期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案

　株式併合の件
　定款一部変更の件
　取締役９名選任の件
　補欠監査役１名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.miyaji-eng.com/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国を始めとするアジア新興国

等の海外景気の下振れや英国のＥＵ離脱による影響、米国新政権の政策動

向などが懸念されるなか、政府の各種経済対策の効果から雇用情勢や所得

環境の改善が続き、輸出や生産、個人消費に持ち直しの動きが見られ、景

気は一部に改善の遅れが見られるものの緩やかな回復基調で推移いたしま

した。

当社グループの主力である道路橋・鉄道橋などの橋梁事業につきまして

は、公共投資が横這いで推移するなか、当連結会計年度の総発注量は昨年

度を下回る低水準な結果となり、厳しい事業環境となりました。

このような環境下、当社グループは、宮地エンジニアリング株式会社と

エム・エム ブリッジ株式会社を中核として、グループのシナジーを 大限

追求し、経営資源の 適化を図り、製造部門の生産効率化、資機材や技術

の相互利用、人材交流などを推進し、経営基盤の強化に取り組んでおりま

す。

受注高につきましては、技術提案力の強化、積算精度の向上、情報収集

力の強化など受注強化策を推進し、国土交通省、高速道路各社、各自治体、

鉄道関連各社等から幅広く受注した結果、554億51百万円（前年同期比

17.0％増）となりました。

その具体的な内容は次のとおりであります。

橋梁では、国土交通省の桑折高架橋、釜石中央インターチェンジ橋、青

谷高架橋第２、薊野第２高架橋、中日本高速道路株式会社の上粕屋高架橋、

大阪府の大岩線橋梁、沖縄県の浦添西原線１号橋、東京都中央区の新島橋、

横浜市の横浜環状北西線下谷本地区橋梁、横浜環状北西線東方・川向地区

橋梁、熊本県錦町の錦大橋、福岡北九州高速道路公社の香椎浜高架橋、東

日本旅客鉄道株式会社の津谷川橋りょう、東海旅客鉄道株式会社の東海道

新幹線大規模修繕、前田建設工業株式会社他ＪＶの東村山立体４工区高架
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工事、鹿島建設株式会社の竹芝８号歩道橋、大成建設株式会社の折尾高架

橋、鉄建建設株式会社の大槌川橋りょうなどを、また建築他では大成建設

株式会社他ＪＶの関西電力高浜トップドーム設置工事、株式会社大林組他

ＪＶの新青森県総合運動場公園陸上競技場新築工事大屋根鉄骨工事などを

受注いたしました。

売上高につきましては、手持ち工事の施工は概ね順調に推移したものの

一部工事の期ズレなどが発生したことから、362億98百万円（同9.1％減）

となりました。

その具体的な内容は次のとおりであります。

橋梁では、国土交通省の新白木沢橋、南本牧ふ頭本牧線３―２上部工事、

松崎高架橋Ｄランプ橋、庄川橋梁、養老ジャンクション本線橋、朝倉第１

高架橋、筑後川橋、中日本高速道路株式会社の飛島ジャンクションＣラン

プ橋、西日本高速道路株式会社の木津川橋、一庫大路次川橋、首都高速道

路株式会社の青葉地区上部・橋脚その２工事、東品川・鮫洲更新工事、千

葉県の富川橋、沖縄県の都市モノレール石嶺駅舎製作、横浜市の横浜環状

北西線川向地区橋梁、株式会社大林組他ＪＶの高速１号羽田線（東品川桟

橋・鮫洲埋立部）更新工事迂回路上部工工事などを、また建築他では株式

会社竹中工務店の尼崎物流センター改修工事、株式会社奥村組の三河安城

仮受免震改修工事などを売り上げました。

損益につきましては、採算性の高い工事が進捗し売り上がったこと、各

工事の採算改善や業務全般にわたるコスト削減に努めた結果、営業利益は

25億30百万円（同132.4％増）、経常利益は26億12百万円（同128.2％増）

となりましたが、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年同期に特別利

益に負ののれん発生益14億98百万円を計上したこともあり、21億84百万円

（同7.3％減）となりました。
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当連結会計年度の受注高、完成工事高および受注残高
（単位：百万円）

区 分
前 連 結 会 計
年 度 末
受 注 残 高

当 連 結 会 計
年 度
受 注 高

合 計

当 連 結 会 計
年 度
完 成 工 事 高
（ 売 上 高 ）

当 連 結 会 計
年 度 末
受 注 残 高

橋 梁 52,000 51,638 103,639 32,951 70,687

建 築 他 5,004 3,812 8,817 3,346 5,470

合 計 57,004 55,451 112,456 36,298 76,158

②　設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資につきましては、次のとおり実施いたしまし

た。

宮地エンジニアリング株式会社

　千葉工場　　　　　橋形クレーン　　　　　　　平成29年２月設置

　兵庫倉庫　　　　　機械庫　　　　　　　　　　平成29年３月完成

③　資金調達の状況

該当事項はありません。

④　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区 分
第11期

(平成26年３月期)
第12期

(平成27年３月期)
第13期

(平成28年３月期)

第14期
(当連結会計年度)
(平成29年３月期)

受 注 高(百万円) 22,018 32,351 47,383 55,451

売 上 高(百万円) 22,027 24,834 39,930 36,298

経常利益(百万円) 1,447 1,183 1,144 2,612

親会社株主
に帰属する
当期純利益

(百万円) 928 1,002 2,355 2,184

１株当たり
当期純利益

(円) 13.64 14.73 34.61 32.09

総 資 産(百万円) 31,665 35,157 45,964 47,146

純 資 産(百万円) 13,175 15,011 18,460 21,301

１株当たり
純 資 産 額

(円) 193.53 220.51 240.95 277.24

（注）平成27年４月１日にエム・エム ブリッジ株式会社の株式の51％を取得し、同社を連結子会

社としております。
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(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

宮地エンジニアリング株式会社 1,500 100.00

橋梁、鉄骨その他鋼構造
物の設計、製作、架設、
据付、維持補修
ＰＣの設計、製作ならび
に土木工事の施工・工事
管理、鉄骨・鉄塔・大空
間構造物組立

エム・エム ブリッジ株式会社 450 51.00

橋梁、沿岸構造物等の製
造、据付、販売および修
理

（注）当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 宮地エンジニアリング株式会社

特定完全子会社の住所 東京都中央区日本橋富沢町9番19号

当社および当社の完全子会社に
おける特定完全子会社の株式の
帳簿価額

8,726百万円

当社の総資産額 9,426百万円
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(4) 対処すべき課題

わが国経済の見通しにつきましては、経済再生・デフレ脱却に向けて前進

しておりますが、英国のＥＵ離脱問題や米国新政権の政策などから海外経済

の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意が必要であり、先行き不透明

感があります。

当社グループは、総合エンジニアリング力を有した企業グループとして広

範囲にわたる橋梁技術に強みと特色を持ち、新設橋梁事業、鉄道橋・鉄構な

どの民間事業を中心に事業収益の改善を図ってまいりました。

当社グループは、グループが有する豊富な実績・技術力・架設力を 大限

活かし、技術提案力、積算精度の更なる向上を図り、情報収集力を高め、総

力を挙げて安定的な受注の確保に努めてまいります。また、設計・計画・製

作から架設までの総合エンジニアリング力の強化と採算性の更なる向上を図

ってまいります。

なお、当社グループは、平成28・29・30年度中期経営計画の目標達成に向

けて、以下の取り組みを推進しております。

橋梁事業につきましては、依然として需給ギャップが大きく、激しい受注

競争が続くものと思われますが、大阪湾岸道路西伸部や新大宮上尾道路が新

規事業化されるなど、今後、期待が持てます。このような環境下、当社グル

ープは、これまで以上に技術提案力・積算精度・情報収集力を高め、総合エ

ンジニアリング力を発揮し更なる受注量の確保に努めてまいります。

鉄道橋・鉄構事業につきましては、リニア中央新幹線、北海道・北陸・長

崎新幹線など高速鉄道網の整備や、ＪＲ、私鉄のターミナル駅を中心とした

一体開発、高架化、連続立体交差化が進められる見通しであります。鉄構関

連におきましても、独自技術が必要なシールドトンネル向けの鋼製セグメン

トや、沈埋函、ハイブリッドケーソン、浮体構造物などの沿岸構造物の需要

が見込まれ、これまでの豊富な実績、営業力、技術力を駆使して受注活動を

強力に推進し、施工量と収益性を確保してまいります。

保全事業につきましては、高速道路各社およびＪＲ各社による高速道路や

新幹線などの大規模更新、大規模修繕工事が、継続的に発注される見通しで

ありますが、応札会社は、総合エンジニアリング力を有する会社に限られ、

この状況は更に強まるものと考えられます。このような需要環境のなか、積

極的に対応し同事業の強化拡大を図ってまいります。

建築・土木関連事業につきましては、東京オリンピック・パラリンピック

大会開催に向け、関連施設の建設が本格化していく見込みであり、個別案件

ごとの取り組みを強化してまいります。
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ＦＲＰ事業につきましては、有望な製品も多く安定的需要が見込まれてお

り、ＦＲＰ合成床板、Ｆ－Ｄｅｃｋ（緊急時の渡し板）など新製品の充実を

図り、グループを挙げて顧客開拓を強化してまいります。

また、グループとしての経営管理体制を一層強化し、安定した黒字体質を

確固たるものとするよう努め、グループの中核である宮地エンジニアリング

株式会社、エム・エム ブリッジ株式会社とともに更なる事業発展を図ってま

いります。両社は、共同企業体を組成して大型案件に応札するとともに、き

め細かな応札対応を展開し受注確率を高め、また、経済合理性を 大限追求

することを基本に、製造部門の生産効率化を図り、資機材の共同購入・活用、

技術の相互利用・共同開発、人材交流、i-Constructionの推進に取り組むと

ともに、経費削減などを強力に進め、グループの企業価値を高めると同時に

経営基盤を一層強化してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

当社グループは、橋梁、鉄骨等の鋼構造物の調査診断・点検、設計、製作、

架設、補修・補強の請負ならびに土木工事、プレストレストコンクリート工

事の設計、施工・工事管理の請負を主として行っております。

（当社の事業内容）

当社は、宮地エンジニアリング株式会社、エム・エム ブリッジ株式会社等

の子会社の事業活動の支配、管理を目的とする持株会社であります。

(6) 主要な営業所および工場（平成29年３月31日現在）

当 社 本 社 東京都中央区日本橋富沢町９番19号

宮地エンジニアリング株式会社

本 社 東京都中央区日本橋富沢町９番19号

支 社 関西（大阪市西区）

営 業 所 札幌、仙台、名古屋、広島、福岡、沖縄

工 場 千葉（千葉県市原市）

エム・エム ブリッジ株式会社

本 社 広島県広島市西区観音新町一丁目20番24号

支 店 東日本（東京都中央区）

営 業 所
東北（仙台市青葉区）、横浜、中部（名古屋市
中区）、関西（大阪市西区）、九州（福岡市博
多区）

工 場 市原（千葉県市原市）

事 業 所 富山（富山県射水市）
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(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

619名 3名減

（注）使用人数は就業人員で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

16名 － 50.1歳 19.4年

（注）１．使用人数は就業人員で記載しております。

２．当社使用人は、宮地エンジニアリング株式会社からの出向者であり、平均勤続年数は

同社での勤続年数を通算しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,250百万円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 900

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 630

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 450

株 式 会 社 千 葉 銀 行 420

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 300

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 50

（注）１．当社子会社の宮地エンジニアリング株式会社は短期の運転資金を安定的に調達するた

め、16億円のシンジケーション方式のコミットメントライン契約を株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行他４行と締結しております。

２．当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高は16億円であります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 276,778,000株

②　発行済株式の総数 69,194,543株

③　株主数 5,133名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

角 田 　 博 5,416 7.96

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,271 4.81

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

3,229 4.74

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 2,666 3.92

山 内 正 義 2,035 2.99

宮 地 取 引 先 持 株 会 1,858 2.73

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

1,591 2.34

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 1,578 2.32

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,280 1.88

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口５）

1,116 1.64

 (注) １．当社は、自己株式を1,127,370株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 青 田 重 利 宮地エンジニアリング株式会社　代表取締役社長

代表取締役副社長 越後屋　秀　博
宮地エンジニアリング株式会社　代表取締役副社長
エム・エム ブリッジ株式会社　 取締役

取 締 役 西 垣 　 登 宮地エンジニアリング株式会社　常務取締役

取 締 役 佐 藤 　 充
宮地エンジニアリング株式会社　取締役
エム・エム ブリッジ株式会社　 取締役

取 締 役 永 山 弘 久
企画部長
宮地エンジニアリング株式会社　取締役

取 締 役 逸 見 雄 人 エム・エム ブリッジ株式会社　 代表取締役社長

取 締 役 石 﨑 　 浩 株式会社エスイー　取締役執行役員副社長

取 締 役 森 岡 俊 行

常 勤 監 査 役 髙 島 秀 則
宮地エンジニアリング株式会社　監査役
エム・エム ブリッジ株式会社　監査役

監 査 役 成 瀬 　 進

監 査 役 中 里 哲 三

（注）１．取締役石﨑浩氏および森岡俊行氏は、社外取締役であります。

２．監査役成瀬進氏および中里哲三氏は、社外監査役であります。

３．常勤監査役髙島秀則氏および監査役中里哲三氏は、以下のとおり、財務および会計に

関する相当程度の知見を有しております。

　・常勤監査役髙島秀則氏は、当社においては平成23年７月から平成28年６月まで、株式

会社宮地鐵工所（現　宮地エンジニアリング株式会社）においては平成20年４月から

平成28年６月まで経理部門の責任者として、通算８年にわたり決算手続ならびに財務

諸表の作成等に従事しておりました。

　・監査役中里哲三氏は、公認会計士・税理士の資格を有しております。

４．当事業年度中の監査役の異動は次のとおりであります。

　・平成28年６月29日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役小尾輝男

氏は任期満了により、監査役大塚正民氏は辞任により退任いたしました。

　・平成28年６月29日開催の第13回定時株主総会において、新たに髙島秀則氏および中里

哲三氏は監査役に選任され就任いたしました。

５．当社は、社外取締役、社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。
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②　責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役および各監査役とは、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める額としており

ます。

③　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 ７名 24,000千円

監 査 役 ５ 10,590

合 計 １２ 34,590

（注）１．上記には、平成28年６月29日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって退任した監

査役２名を含んでおります。

２．上記取締役の支給人員は、無報酬の取締役１名を除いております。

３．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

４．取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第12回定時株主総会において、年額

120百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。また、年額のうち社外取締役分は

12百万円以内とする。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第12回定時株主総会において、年額

48百万円以内と決議いただいております。

６．上記のうち、社外取締役に対する報酬等の総額は２名7,200千円であり、社外監査役に

対する報酬等の総額は３名7,200千円であります。

④　社外役員に関する事項

イ．取締役　石﨑浩

・他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

株式会社エスイーの取締役執行役員副社長であります。当社と兼職

先との間には特別の関係はありません。

・当事業年度における主な活動状況

取締役会は９回開催のうち３回に出席し、主に鋼構造物に対する知

識、経験など専門的見地から、適宜取締役会の意思決定の適正性を確
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保するための質問・助言を行っており、発言は出席の都度適宜行われ、

適切な意見の表明を行っております。このほか書面による取締役会決

議が２回行われております。

ロ．取締役　森岡俊行

・他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

・当事業年度における主な活動状況

取締役会は９回開催のすべてに出席し、国内外での知識、経験など

専門的見地から、適宜取締役会の意思決定の適正性を確保するための

質問・助言を行っており、発言は出席の都度適宜行われ、適切な意見

の表明を行っております。このほか書面による取締役会決議が２回行

われております。

ハ．監査役　成瀬進

・他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

・当事業年度における主な活動状況

取締役会は９回開催のすべてに出席し、適宜取締役会の意思決定の

適正性を確保するための質問・助言を行っております。このほか書面

による取締役会決議が２回行われております。監査役会は９回開催の

うち８回に出席し、発言は出席の都度適宜行われ、適切な意見の表明

を行っております。

ニ．監査役　中里哲三

・他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

・当事業年度における主な活動状況

平成28年６月29日就任以降、取締役会は７回開催のすべてに出席し、

公認会計士・税理士としての専門的見地から、適宜取締役会の意思決

定の適正性を確保するための質問・助言を行っております。このほか

書面による取締役会決議が１回行われております。監査役会は７回開

催のすべてに出席し、発言は出席の都度適宜行われ、適切な意見の表

明を行っております。
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(3) 会計監査人の状況

①　名称　　　　東陽監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

千円

(ｲ) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 9,000

(ﾛ) 当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

42,500

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。
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(4) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下のとおりであります。

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

イ．当社は、グループ全体の取締役および使用人が法令および定款を遵守

し、社会規範に基づいた行動をとるための基準を示した、当社グループ

としての「企業行動憲章」、「行動規範」を制定し、その周知・徹底を

図るとともに、「内部通報規程」を制定し、コンプライアンスについて

社内・社外（弁護士）の２つの通報相談窓口を設ける。

ロ．当社および各事業子会社は、コンプライアンス・リスク管理担当役員

を任命し、コンプライアンス体制とリスク管理体制の構築・整備を管理・

統括させる。

ハ．当社は、グループ全体のコンプライアンス体制とリスク管理を横断的

に統括する組織として、当社社長を委員長とし、主要な事業子会社のコ

ンプライアンス・リスク管理担当役員、ならびに弁護士も参加する「コ

ンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、コンプライアンス・リ

スク管理に関する重要問題を審議し、体制の構築・整備を図る。

「コンプライアンス・リスク管理委員会」は審議・決定した事項を、

取締役会に定期的に報告もしくは付議する。

ニ．当社は、内部監査室を設置する。内部監査室は、監査役および事業子

会社の内部監査室と緊密な連携をとり、グループ全体の業務執行、コン

プライアンス・リスク管理状況の監査を定期的に実施し、コンプライア

ンス・リスク管理委員会にその結果を報告する。

ホ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは関

係を持たないことを「企業行動憲章」、「行動規範」に定めるとともに、

定期的に外部専門機関ほかと情報交換を行うなど情報収集に努め、被害

防止を図る。また、不当な要求を受けるなどの事案が発生した場合には、

外部専門機関・顧問弁護士と連携して対応する体制を構築する。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役は、取締役会およびその他の重要会議の議事録、稟議書、その他

の職務の執行および意思決定に係る記録や文書を、「文書管理規程」等の

社内規程に定めるところに従い、適切に保存し、かつ管理する。

また、これらの情報は、監査役から閲覧要請があった場合、いつでも閲

覧可能とする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当社は、「コンプライアンス・リスク管理委員会」でグループ全体の

リスク管理の基本方針、推進体制その他重要事項を審議・策定し、グル

ープの企業活動に潜在するリスクに適切に対応できる体制の構築・整備

に努める。

ロ．品質管理、安全管理、コンプライアンスおよび情報セキュリティ等の

各事業子会社の業務に付随するリスクについては、各事業子会社で規

程・ガイドライン・対応マニュアルなどを制定・整備し、それらの周知・

徹底を図る。

ハ．災害等不測の事態が発生した場合には、社長の指揮の下に対策本部を

設置し、損害の拡大の防止と事業活動の継続を図る。

ニ．内部監査室による、リスク管理状況の定期的な監査を実施し、「コン

プライアンス・リスク管理委員会」に報告する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社は、取締役会を原則として月１回定期的に開催するほか、必要に

応じて適宜臨時に開催し、取締役会規則に定めた当社および事業子会社

の経営に関わる重要事項の決定と取締役の職務執行状況の監督を行う。

ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌・職務権限規

程において、それぞれの権限と責任、執行手続きを明確化し、効率的な

職務執行を行う。

ハ．当社は、グループ全体の中期・年次計画を策定し、これに基づき各事

業子会社は、個別の中期・年次計画および具体的な年次の目標・行動計

画・予算を策定し、それに基づく月次・四半期業績管理を実施する。

ニ．主要な事業子会社は、執行役員制度に基づく、業務執行権限の執行役

員への委譲、経営・監督と業務執行責任との権限の明確化、効率かつ迅

速な意思決定と業務執行を推進する。

ホ．各事業子会社は、取締役会を毎月１回定期に開催するほか、必要に応

じて適宜開催し重要事項の決定ならびに取締役の業務執行の状況を監督

する。
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ヘ．主要な事業子会社は、代表取締役社長による会社の業務執行の決定に

資するため取締役・執行役員で構成される経営会議にて審議を行い、ま

た必要に応じて会議体を設置して審議を行う。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

イ．当社は、持株会社として、当社の取締役が、取締役会を通じて当社グ

ループ全体の重要事項の決定および事業子会社の経営管理、業務執行の

監督を行う。

ロ．主要な事業子会社においても業務の決定および執行について相互監視

が適正になされるよう、取締役会と監査役および会計監査人を設置する。

ハ．当社は、当社グループ共通の経営理念および企業行動憲章、行動指針、

法令遵守マニュアルを策定・見直しグループ全体への周知・徹底を図る。

ニ．当社は、「関係会社管理規程」等の規定により事業子会社の当社への

承認・報告ルールを定め、これに基づき各事業子会社の経営管理および

経営指導体制を構築・整備する。

ホ．内部監査室は、定期的にグループ会社の監査を実施し、業務の適正化

を推進する。

ヘ．各事業子会社は、当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、

性質、機関の設計その他会社の特質を踏まえ、自律的に内部統制システ

ムを構築・整備する。

ト．各事業子会社は、当社のグループ会社として、その経営方針、企業集

団の管理体制を尊重しつつ、法令・定款を遵守し、企業の独立性・独自

性を堅持した企業運営を行う。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

イ．監査役が求めた場合、監査役の職務を補助するスタッフを配置すると

ともに、必要に応じて「内部監査室」を中心に関係部門がサポートする。

ロ．監査役の職務を補助する使用人の任免・異動、人事考課については、

監査役会の意見を聴取し、尊重する。また、監査役から監査業務に必要

な命令を受けた使用人は、その命令に関して、監査役以外からの指揮命

令を受けない。

⑦　監査役への報告に関する体制

イ．当社および各事業子会社の取締役および使用人は、当社の監査役の求

めに応じて会社の業務執行状況を報告する。また、法定の事項に加え、

全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、重大な法令・

定款違反行為についても遅滞なく報告する。
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ロ．当社は、内部通報制度の運用により、全社的に重大な影響を及ぼす事

項、重大な法令・定款違反行為について、監査役への適切な報告体制を

構築・整備する。

ハ．当社は、当該報告した者が監査役へ報告をしたことを理由に不利益な

取扱いを受けないことを「内部通報規程」に定め、周知・徹底を図る。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に

関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について費用の請求を行ったときは、

速やかに処理する。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役の取締役会その他重要な会議への出席等、会社の重要情報に対

するアクセス権を保障する。

ロ．監査役会は、当社社長および各事業子会社の社長等と定期的に情報・

意見交換を行う。

ハ．監査役は、内部監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内

部監査室に調査を求める。

ニ．監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換

を行うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。

⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するための内部統制を確実に実行するための体

制を構築する。その有効性を評価するための基本方針・計画・業務プロセ

ス文書に基づき、業務執行部門による自己点検、内部監査室によるモニタ

リングにより、検証、評価、改善を行う。

業務の適正を確保するための体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①　コンプライアンスに関する取り組み

グループ全体の取締役および使用人の行動基準を示した「企業行動憲

章」、「行動規範」をイントラネットに掲示するとともに、階層別コン

プライアンス研修等にて周知・徹底を図っております。

また、社外講師によるコンプライアンス研修を実施して、コンプライ

アンスマインドの向上に努めております。
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内部通報制度については、社内・社外（弁護士）の内部通報窓口を設

置し、問題の早期発見、不正行為等の未然防止の体制を整備しておりま

す。また、内部通報規程に通報者が不利益を受けない旨を規定しており

ます。

当社および事業子会社の内部監査室は、連携して、グループの全体の

業務執行、内部統制システムの整備・運用状況、コンプライアンス・リ

スク管理状況の監査を、監査計画に基づき実施し、「コンプライアンス・

リスク管理委員会」へその結果を報告しております。

②　リスク管理に関する取り組み

安全管理、品質管理、コンプライアンス、情報セキュリティ等の企業

活動に潜在するリスクについて、各事業子会社で社内規程、対応マニュ

アル等を制定するとともに、施工検討会、教育・研修、安全パトロール、

内部監査等の実施により、グループ経営に重大な影響を及ぼすリスクの

未然防止に努めております。

③　取締役の職務執行の効率性確保に関する取り組み

当社グループは、平成28年度を初年度とする中期経営計画を策定し、

平成28年５月に公表しました。これに基づき各事業子会社は、年次の事

業計画（目標・行動計画・予算）を策定し、取締役・執行役員で構成さ

れる月次の経営会議などの会議体でその執行状況について報告しており

ます。

④　当社グループにおける業務の適正の確保に関する取り組み

当社は、「関係会社管理規程」等の規定に基づき、各事業子会社の経

営上の重要事項について報告を受け、必要に応じ承認しております。ま

た、各事業子会社は、自社の規模、性質等に即した内部統制システムを

整備・運用し、その有効性を内部監査で確認しております。

⑤　監査役の監査の実効性確保に関する取り組み

監査役は、取締役会等の重要な会議への出席、取締役および使用人等

からの業務執行状況の報告、重要な決裁書類等の閲覧、会計監査人との

情報・意見交換等により、監査の実効性の確保を図っております。

（注）本事業報告の記載数字は、金額については表示単位未満を切り捨て、比率および１株当た

り当期純利益、１株当たり純資産額については、表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

30,432,591

8,487,637

19,220,155

2,176,404

37,980

85,098

425,314

16,713,906

11,590,238

1,650,095

1,207,534

126,943

8,028,192

560,104

17,369

101,538

5,022,128

4,514,268

52,002

506,047

△50,190

流 動 負 債 19,843,610

支払手形・工事未払金 8,762,848

短 期 借 入 金 4,700,000

未 払 金 699,390

未 払 法 人 税 等 297,001

未 成 工 事 受 入 金 2,118,280

完成工事補償引当金 474,485

工 事 損 失 引 当 金 1,486,600

賞 与 引 当 金 468,945

事業構造改善引当金 34,106

そ の 他 801,951

固 定 負 債 6,001,696

長 期 借 入 金 300,000

リ ー ス 債 務 477,825

繰 延 税 金 負 債 587,116

再評価に係る繰延税金負債 1,789,708

役員退職慰労引当金 83,066

退職給付に係る負債 2,679,868

資 産 除 去 債 務 19,500

そ の 他 64,610

負 債 合 計 25,845,306

（純資産の部）

株 主 資 本 14,361,503

資 本 金 3,000,000

資 本 剰 余 金 3,746,206

利 益 剰 余 金 7,843,133

自 己 株 式 △227,837

その他の包括利益累計額 4,509,544

その他有価証券評価差額金 1,319,452

土 地 再 評 価 差 額 金 3,487,245

退職給付に係る調整累計額 △297,153

非支配株主持分 2,430,143

純 資 産 合 計 21,301,190

資 産 合 計 47,146,497 負 債 純 資 産 合 計 47,146,497

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

完 成 工 事 高 36,298,417

完 成 工 事 原 価 31,117,298

完 成 工 事 総 利 益 5,181,119

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,651,029

営 業 利 益 2,530,090

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 93,592

受 取 賃 貸 料 30,660

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 5,857

そ の 他 26,985 157,095

営 業 外 費 用

支 払 利 息 46,834

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 11,000

前 受 金 保 証 料 13,908

そ の 他 3,208 74,951

経 常 利 益 2,612,235

特 別 利 益

事 業 構 造 改 善 引 当 金 戻 入 額 162,261

そ の 他 8,337 170,599

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 24,663

そ の 他 506 25,169

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,757,664

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 209,218

法 人 税 等 調 整 額 △55,610 153,608

当 期 純 利 益 2,604,056

非支配株主に帰属する当期純利益 419,759

親会社株主に帰属する当期純利益 2,184,296

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,000,000 3,746,215 5,931,124 △227,098 12,450,241

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △272,287 △272,287

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,184,296 2,184,296

自 己 株 式 の 取 得 △755 △755

自 己 株 式 の 処 分 △8 16 7

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △8 1,912,009 △738 1,911,261

当 期 末 残 高 3,000,000 3,746,206 7,843,133 △227,837 14,361,503

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差 額 金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 910,089 3,487,245 △445,309 3,952,025 2,057,983 18,460,251

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △272,287

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,184,296

自 己 株 式 の 取 得 △755

自 己 株 式 の 処 分 7

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

409,362 － 148,155 557,518 372,159 929,677

当 期 変 動 額 合 計 409,362 － 148,155 557,518 372,159 2,840,939

当 期 末 残 高 1,319,452 3,487,245 △297,153 4,509,544 2,430,143 21,301,190

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　３社

連結子会社の名称　　　　　　宮地エンジニアリング株式会社

宮地建設株式会社

エム・エム ブリッジ株式会社

(2) 非連結子会社の状況

非連結子会社の名称　　　　　株式会社エム・ジー・コーポレーション

エム・ケイ・エンジ株式会社

エム・ケイ・ワークス株式会社

連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社または関連会社の状況

会社等の名称　　　　　　　　（非連結子会社）

株式会社エム・ジー・コーポレーション

エム・ケイ・エンジ株式会社

エム・ケイ・ワークス株式会社

（関連会社）

株式会社ニナオ

持分法を適用しない理由　　　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除い

ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、重

要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金　　　　　　個別法による原価法

材料貯蔵品　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法によっております。

（リース資産を除く）　　　（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物は定額法によっておりま

す。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　　　７～51年

機械・運搬具　　　２～10年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。

（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②　完成工事補償引当金　　　　　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に充てるため、完成

工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上してお

ります。
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③　工事損失引当金　　　　　　　当連結会計年度末の手持工事のうち、大幅な損失が発

生すると見込まれ、かつ、同時点で当該損失額を合理的

に見積ることが可能な工事について、将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末後の損失見積額を計上してお

ります。

④　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

⑤　事業構造改善引当金　　　　　事業構造改善のために今後発生すると見込まれる額の

うち、合理的に見積ることができる金額を計上しており

ます。

⑥　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労

金内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。

なお、工事進行基準による完成工事高は33,773,858千円であります。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準または給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年または10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（13年）による定率法により按分した額、または、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。

これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物・構築物 202,046千円

土　　　　地 7,200,401千円

投資有価証券 2,604,975千円

計 10,007,422千円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 4,650,000千円

長期借入金 300,000千円

計 4,950,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 15,071,909千円

３．事業用土地の再評価

一部の連結子会社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に

基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価実施日　平成12年３月31日

再評価の方法　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第３号に定める固定資産税評価額で算出しております。

再評価を行った土地の当連結会計年度末に

おける時価と再評価後の帳簿価額との差額
1,727,641千円

４．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに

両建てで表示しております。

工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 319,180千円

５．保証債務

従業員の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

従業員（住宅資金借入債務） 6,504千円

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記

完成工事原価のうち工事損失引当金繰入額

研究開発費の総額

△1,115,800千円

92,693千円
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 69,194,543株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配　当　額
基　準　日 効力発生日

平成28年６月29日

定 時 株 主 総 会
普通株式 272,287千円 4円平成28年３月31日 平成28年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議予定 株式の種類
配当の

原　資
配当金の総額

１株当た

り配当額
基　準　日 効力発生日

平成29年６月28日

定 時 株 主 総 会
普通株式

利　益

剰余金
272,268千円 4円 平成29年３月31日 平成29年６月29日

Ⅴ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループにおける資金の運用・調達は、各事業会社が行っておりますが、資金運用

については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関からの借

入による方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております

が、当社グループの主要事業は公共事業であるため、発注者は国、地方自治体及びその外

郭団体、また民間事業は上場会社が中心となっており信用リスクは一般事業会社に比べ低

いものと思われます。当該リスクに関しては、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うと

ともに、必要があれば随時取引先の信用状況を把握する体制としております。

　投資有価証券は満期保有目的の債券及び株式であり、主に業務上の関係を有する上場会

社の債券及び株式で四半期毎に時価の把握を行い取締役会に報告しております。

　営業債務である支払手形・工事未払金は、短期間で決済されます。また、借入金は主に

営業取引に係る資金調達であり、変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されており

ます。

　営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各事業会

社が月次に資金繰り計画を作成・更新するなどの方法により管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額（*）
時　　価（*） 差　　額

（1）現金預金 8,487,637 8,487,637 －

（2）受取手形・完成工事未収入金 19,220,155 19,220,155 －

（3）投資有価証券

満期保有目的の債券 250,518 250,548 29

その他有価証券 4,094,108 4,094,108 －

（4）支払手形・工事未払金 (8,762,848) (8,762,848) －

（5）短期借入金 (4,700,000) (4,700,000) －

（6）長期借入金 (300,000) (300,000) －

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1) 現金預金、及び(2) 受取手形・完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

または取引金融機関から提示された価格によっております。

(4) 支払手形・工事未払金、及び(5) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(6) 長期借入金

元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値によっております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額169,641千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の状況及び時価に関しては、重要性がないため記載を省略しております。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 277円24銭

１株当たり当期純利益 32円09銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

工 具 器 具 ・ 備 品

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

そ の 他

169,562

107,162

29,106

2,175

300

30,486

330

9,257,188

825

799

26

9,256,362

9,252,985

3,377

流 動 負 債 17,782

未 払 金 17,166

そ の 他 615

固 定 負 債 630

役員退職慰労引当金 630

負 債 合 計 18,412

（純資産の部）

株 主 資 本 9,408,338

資 本 金 3,000,000

資 本 剰 余 金 6,096,763

資 本 準 備 金 2,597,947

その他資本剰余金 3,498,815

利 益 剰 余 金 645,448

その他利益剰余金 645,448

繰越利益剰余金 645,448

自 己 株 式 △333,872

純 資 産 合 計 9,408,338

資 産 合 計 9,426,750 負 債 純 資 産 合 計 9,426,750

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

受 取 配 当 金 160,701

経 営 指 導 料 134,500 295,201

売 上 総 利 益 295,201

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 131,764

営 業 利 益 163,437

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

そ の 他 168 168

営 業 外 費 用

支 払 利 息 72 72

経 常 利 益 163,534

税 引 前 当 期 純 利 益 163,534

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,764

法 人 税 等 調 整 額 △122 1,641

当 期 純 利 益 161,892

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,000,000 2,597,947 3,498,823 6,096,771 755,843 △333,134 9,519,481 9,519,481

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △272,287 △272,287 △272,287

当 期 純 利 益 161,892 161,892 161,892

自己株式の取得 △755 △755 △755

自己株式の処分 △8 △8 16 7 7

当期変動額合計 － － △8 △8 △110,395 △738 △111,142 △111,142

当 期 末 残 高 3,000,000 2,597,947 3,498,815 6,096,763 645,448 △333,872 9,408,338 9,408,338

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　10年

３．引当金の計上基準

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

４．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

これによる計算書類に与える影響はありません。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,298千円

２．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

(1) 短期金銭債権 29,248千円

(2) 短期金銭債務 7,716千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 売上高 295,201千円

(2) 営業取引以外の取引高 72千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数　普通株式 1,127,370株
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

未払事業税 224千円

関係会社株式評価損 3,224,586千円

役員退職慰労引当金 192千円

税務上の繰越欠損金 3,957千円

その他 387千円

繰延税金資産小計 3,229,350千円

評価性引当額 △3,229,049千円

繰延税金資産合計 300千円

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
（単位：千円）

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
(注)２

科 目
期末残高
(注)２

子会社
宮地エンジニア
リング株式会社

所 有
直接100％

子会社の事業活
動の支配・管理
役 員 の 兼 任

配当金の受領
経営指導料の受領(注)１

100,000
104,372

売 掛 金
未 払 金

22,209
7,716

子会社
エム・エム ブリ
ッ ジ 株 式 会 社

所 有
直接51％

子会社の事業活
動の支配・管理
役 員 の 兼 任

配当金の受領
経営指導料の受領(注)１

49,542
26,900

売 掛 金 6,210

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．経営指導料は実費を参考に子会社と協議のうえ決定しております。

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 138円22銭

２．１株当たり当期純利益 2円38銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 35 －

個別注記表



連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

宮地エンジニアリンググループ株式会社
　　 取 締 役 会　御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 本 橋 隆 夫 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 南 泉 充 秀 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 臼田賢太郎 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、宮地エンジニアリ
ンググループ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不
正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づい
て選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、宮地エンジニアリンググループ
株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上

－ 37 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

宮地エンジニアリンググループ株式会社
　　取 締 役 会　御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 本 橋 隆 夫 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 南 泉 充 秀 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 臼田賢太郎 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、宮地エンジ
ニアリンググループ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日ま
での第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた
めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について

監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚
偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第14期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、審議の結果、監査役全員の一致した意
見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

(2) 各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室そ
の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、子会社に対し事業の報告を求め、重要な会議に出
席するほか、必要に応じて子会社に赴き、業務及び財産の状況を監査い
たしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成29年５月11日

宮地エンジニアリンググループ株式会社　監査役会

常勤監査役 髙 島 秀 則 

社外監査役 成 瀬 　 進 

社外監査役 中 里 哲 三 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと考えて

おります。また、中長期的視点に立った、持続性の高い企業体質の確立と企

業価値の向上を考慮した利益配分を行うことを基本方針といたしております。

当期の期末配当は当初１株当たり普通配当２円と予想しておりましたが、

各工事の採算改善や業務全般にわたるコスト削減に努めたことに加え、採算

性の高い工事が順調に進捗した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は予

想を上回ることができましたので、これまでの株主の皆様のご支援にお応え

するため、当期の期末配当につきましては、１株につき普通配当４円（前期

は普通配当２円、記念配当２円）とさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金４円

配当総額２７２，２６８，６９２円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月29日
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第２号議案　株式併合の件

１．株式併合を必要とする理由

全国証券取引所では、「売買単位の集約に向けた行動計画」に基づき、平

成30年10月１日までに、すべての国内上場会社の普通株式の売買単位を100株

に統一することを目指しております。

株式会社東京証券取引所に上場する当社といたしましては、かかる趣旨を

尊重して、当社株式の売買単位である単元株式数を1,000株から100株に変更

することとし、併せて、当社株式につき証券取引所が望ましいとしている投

資単位の水準（５万円以上50万円未満）とするとともに、発行済株式総数の

適正化を図ることを目的として、株式の併合を行うものであります。

２．株式併合の内容

（1）併合する株式の種類及び割合

当社の発行する普通株式について、10株を１株の割合で併合いたしたい

と存じます。

なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法

の定めに基づき、一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主様に

対して、端数に応じて交付いたします。

（2）株式併合が効力を生じる日

平成29年10月１日

（3）効力発生日における発行可能株式総数

27,677,800株

３．その他

本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が承認可決さ

れることを条件といたします。

なお、その他手続き上の必要な事項につきましては、取締役会にご一任願

いたいと存じます。

（注）株式併合により、発行済株式総数は10分の１に減少することになりま

すが、純資産額は変動いたしませんので、１株当たり純資産額は10倍と

なります。したがいまして、株式市況の変動など他の要因を除けば、理

論上は、当社株式の資産価値に変動はありません。
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第３号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

第２号議案「株式併合の件」の承認可決とその効力発生を条件として、発

行済株式総数の減少に伴う発行可能株式総数の適正化を図るために、現行定

款第５条（発行可能株式総数）を変更するとともに、単元株式数を1,000株か

ら100株に変更するため、現行定款第７条（単元株式数）を変更するものであ

ります。また、本変更の効力は、株式併合の効力発生日に生ずることとする

附則を設け、株式併合の効力発生日をもって、これを定款から削除するもの

であります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）

現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）

第５条　当会社の発行可能株式総数

は、276,778,000株とする。

第６条　　　　（条文省略）

第５条　当会社の発行可能株式総数

は、27,677,800株とする。

第６条　　　　（現行どおり）

（単元株式数） （単元株式数）

第７条　当会社の１単元の株式数は、

1,000株とする。

第８条～第51条（条文省略）

第７条　当会社の１単元の株式数は、

100株とする。

第８条～第51条（現行どおり）

　　　　　　　（新　　設） 附則

　第５条および第７条の変更の効力発

生日は、平成29年10月１日とする。な

お、本附則は、当該効力発生日をもっ

て、これを削除する。
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第４号議案　取締役９名選任の件

取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、経営体制の一層の強化を図るため、取締役１名を増員し、取

締役９名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

あお

青
た

田
しげ

重
とし

利

(昭和22年９月28日生)

昭和45年11月　株式会社宮地鐵工所入社

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

平成11年６月　同社大阪支社長

平成13年８月　同社橋梁営業本部副本部長

兼大阪支社長

平成14年６月　同社取締役橋梁営業本部長

兼海外業務部長

平成15年６月　同社取締役執行役員

橋梁営業本部長兼海外業務部長

平成16年６月　同社取締役執行役員営業本部長

兼海外業務部長

平成17年６月　当社取締役

平成19年６月　株式会社宮地鐵工所常務取締役

常務執行役員営業本部長

平成19年６月　宮地建設工業株式会社取締役

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

平成21年６月　株式会社宮地鐵工所専務取締役

専務執行役員社長補佐

兼経営企画本部長

平成22年６月　同社代表取締役社長

平成23年３月　宮地エンジニアリング株式会社

代表取締役社長（現任）

平成23年６月　当社代表取締役副社長

平成25年４月　当社代表取締役社長、現在に至る

33,144株

[取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループで経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、経営陣として

リーダーシップを発揮し、また、経営企画、営業を始めさまざまな部門に精通するなど

当社の代表取締役に相応しい経験と能力を有していることから、当社取締役として適任

であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 45 －

取締役選任議案



候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

２

えち

越
ご

後
や

屋
 

　
ひで

秀
 

　
ひろ

博

(昭和23年12月５日生)

昭和48年４月　株式会社三菱銀行入行

（現　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

平成11年１月　同行関西公務法人部長

兼関西金融法人部長

平成12年８月　宮地建設工業株式会社入社

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

社長室総務部長

平成14年６月　同社執行役員社長室長兼総務部長

平成16年４月　同社執行役員管理本部

総務企画部長

平成17年６月　同社取締役管理本部長

平成18年６月　同社取締役常務執行役員

管理本部長

平成19年６月　当社総務部長

平成21年６月　当社取締役経理部長

平成23年３月　宮地エンジニアリング株式会社

常務取締役経営企画本部長

平成23年７月　当社取締役経理部長兼企画部長

平成25年４月　宮地エンジニアリング株式会社

専務取締役経営企画本部長、

コンプライアンス・リスク管理担当

平成27年４月　同社代表取締役副社長

経営企画本部長、コンプライアン

ス・リスク管理担当（現任）

平成27年４月　エム・エム ブリッジ株式会社

取締役（現任）

平成27年４月　当社代表取締役副社長、

現在に至る

30,668株

[取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループで経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、経営陣として

リーダーシップを発揮し、また、経営企画、総務、経理などさまざまな部門に精通する

など当社の代表取締役に相応しい経験と能力を有していることから、当社取締役として

適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 46 －

取締役選任議案



候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３

にし

西
がき

垣
 

　
のぼる

登

(昭和26年１月21日生)

昭和44年４月　宮地建設工業株式会社入社

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

平成18年４月　同社建設本部建築部長

平成19年６月　同社執行役員営業本部長

平成23年３月　宮地エンジニアリング株式会社

執行役員建設事業本部

建設営業本部長

平成25年４月　同社執行役員建設事業本部

副事業本部長

兼建設営業本部長兼営業第二部長

平成25年６月　同社取締役建設事業本部

副事業本部長

兼建設営業本部長兼営業第二部長

平成25年６月　当社取締役、現在に至る

平成27年４月　宮地エンジニアリング株式会社

常務取締役営業本部長（現任）

12,922株

[取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループで営業分野での豊富な経験を有し、公共事業、民間事業および補

修事業の営業部門でリーダーシップを発揮するなど当社の取締役に相応しい経験と能

力を有していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補

者といたしました。

４

さ

佐
とう

藤
 

　
みつる

充

(昭和35年11月３日生)

昭和58年４月　宮地建設工業株式会社入社

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

平成21年１月　同社工事本部工事部長

平成23年３月　宮地エンジニアリング株式会社

執行役員建設事業本部

建設工事本部長兼工事部長

平成25年６月　同社取締役建設事業本部

建設工事本部長兼工事部長

平成27年４月　同社取締役工事本部長（現任）

平成27年４月　エム・エム ブリッジ株式会社

取締役（現任）

平成27年６月　当社取締役、現在に至る

42,805株

[取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループで工事分野での豊富な経験を有し、橋梁工事および建設工事など

の部門でリーダーシップを発揮するなど当社の取締役に相応しい経験と能力を有して

いることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたし

ました。

－ 47 －

取締役選任議案



候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

５

なが

永
やま

山
ひろ

弘
ひさ

久

(昭和37年７月29日生)

昭和60年４月　株式会社宮地鐵工所入社

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

平成18年２月　同社生産本部設計部長

平成21年11月　同社千葉工場技術部長

平成22年10月　同社千葉工場生産管理部長

平成23年３月　宮地エンジニアリング株式会社

橋梁事業本部千葉工場

生産管理部長

平成24年６月　同社橋梁事業本部付副本部長

平成25年６月　同社取締役橋梁事業本部副本部長

平成27年４月　同社取締役経営企画本部副本部長

兼新規事業開発室長（現任）

平成27年４月　当社企画部長

平成27年６月　当社取締役企画部長、現在に至る

8,339株

[取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループで設計技術・生産管理・経営企画分野での豊富な経験を有し、生

産の効率化や新規事業開発でリーダーシップを発揮するなど当社の取締役に相応しい

経験と能力を有していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取

締役候補者といたしました。

※
６

ひら

平
しま

島
たか

崇
し

嗣

(昭和36年11月４日生)

昭和60年４月　宮地建設工業株式会社入社

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

平成21年１月　同社工事本部計画部長

平成23年３月　宮地エンジニアリング株式会社

執行役員建設事業本部建設工事本

部副本部長兼計画部長

平成25年４月　同社執行役員建設事業本部工務・計

画本部長兼計画部長

平成27年４月　同社取締役工務・計画本部長兼営業

本部副本部長

平成28年４月　同社取締役計画本部長兼営業本部

副本部長

平成29年４月　同社取締役計画本部長兼営業本部

副本部長兼保全営業部長（現任）

10,389株

[取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループで工事計画分野での豊富な経験を有し、橋梁工事および建設工事

などの計画部門でリーダーシップを発揮するなど当社の取締役に相応しい経験と能力

を有していることから、当社取締役として適任であると判断し、新たに取締役候補者と

いたしました。

－ 48 －

取締役選任議案



候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

７

へん

逸
み

見
ゆう

雄
じん

人

(昭和26年９月25日生)

昭和52年４月　三菱重工業株式会社入社

平成18年４月　三菱重工橋梁エンジニアリング株

式会社（現　エム・エム ブリッジ株式会社）

取締役橋梁技術部長

平成19年６月　同社取締役橋梁事業統括

平成20年４月　三菱重工鉄構エンジニアリング株

式会社（現　エム・エム ブリッジ株式会社）

取締役橋梁事業本部長

平成21年６月　同社常務取締役安全品証本部長

平成24年７月　同社常務取締役管理本部長

平成25年６月　同社常務取締役橋梁事業本部長

平成26年４月　同社常務取締役社長室長

平成27年４月　エム・エム ブリッジ株式会社

代表取締役社長（現任）

平成27年６月　当社取締役、現在に至る

3,416株

[取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループの主要子会社であるエム・エム ブリッジ株式会社の代表取締役　

社長として鋼製橋梁事業分野等での豊富な経験を有するなど当社の取締役に相応しい経

験と能力を有していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締

役候補者といたしました。

８

いし

石
ざき

﨑
 

　
ひろし

浩

(昭和22年６月20日生)

昭和47年５月　阪神高速道路公団入社

平成11年４月　同計画部計画第一課長

平成12年４月　同工務部工務第一課長

平成15年４月　同工務部長

平成17年10月　同執行役員技術管理担当

平成18年７月　財団法人阪神高速道路管理技術セ

ンター専務理事

平成21年７月　同理事長

平成25年６月　株式会社エスイー執行役員副社長

平成27年６月　同社取締役執行役員副社長（現任）

平成27年６月　当社社外取締役、現在に至る

0株

[社外取締役候補者とした理由]

同氏は、当社グループの主力製品である鋼構造物に関する高度な知見を有しており、国

内外での専門知識、経験などを、当社および当社グループのコーポレートガバナンス体

制の強化・向上と一層の経営体制強化に活かしていただくため、当社社外取締役として

適任であると判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

－ 49 －

取締役選任議案



候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

９

もり

森
おか

岡
とし

俊
ゆき

行

(昭和27年３月20日生)

昭和49年４月　株式会社三菱銀行入行

（現　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

平成元年５月　同行資金証券本部国際資金為替部

次長

平成14年11月　三菱証券株式会社（現　三菱ＵＦＪモ

ルガン・スタンレー証券株式会社）

投資銀行第一部長

平成15年６月　同社執行役員投資銀行第一部長

平成19年５月　日本マタイ株式会社

取締役兼執行役員

平成21年８月　三菱ＵＦＪスタッフサービス株式

会社審議役

平成22年５月　三菱ＵＦＪメリルリンチＰＢ証券

株式会社

代表取締役 高業務執行責任者

平成25年６月　エムユー不動産調査株式会社

常勤監査役

平成27年６月　当社社外取締役、現在に至る

1,135株

[社外取締役候補者とした理由]

同氏は、金融業界において培われた国内外での豊富な知識、経験などを、当社および当

社グループのコーポレートガバナンス体制の強化・向上と一層の経営体制強化に活かし

ていただくため、当社社外取締役として適任であると判断し、引き続き社外取締役候補

者といたしました。

（注）１．※印は新任の取締役候補者であります。

２．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３．石﨑浩氏および森岡俊行氏は、社外取締役候補者であります。

４．石﨑浩氏および森岡俊行氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社

外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって両氏とも２年となります。

５．当社は、石﨑浩氏および森岡俊行氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任が承認さ

れた場合は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

当該契約の内容の概要は、以下のとおりであります。

当会社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間で、会社法第423条

第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する

契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令

の定める 低責任限度額とする。

６．当社は、石﨑浩氏および森岡俊行氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

届け出ており、両氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とし

て同取引所に届け出る予定であります。

－ 50 －
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第５号議案　補欠監査役１名選任の件

平成28年６月29日開催の第13回定時株主総会において補欠監査役に選任され

た小坂貴氏の選任の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令

に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、監査業務の継続性を維持

するため、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

補欠監査役候補者である小坂貴氏は、現監査役髙島秀則氏の補欠としての監

査役候補者であります。

また、補欠監査役の選任が効力を有する期間は、次期定時株主総会の開始の

時まででありますが、監査役就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会

の決議によりその選任の効力を取り消すことができるものとさせていただきま

す。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

こ

小
さか

坂
 

　
たかし

貴

(昭和24年９月23日生)

昭和47年４月　新日本製鐵株式會社入社

（現　新日鐵住金株式会社）

平成16年10月　株式会社宮地鐵工所入社

（現　宮地エンジニアリング株式会社）

平成16年12月　同社営業本部海外営業グループリ

ーダー

平成21年６月　同社営業本部副本部長兼開発企画

部長兼海外営業グループリーダー

平成25年４月　宮地エンジニアリング株式会社内

部監査室長（現任）

平成25年４月　当社内部監査室長、現在に至る

2,430株

[補欠監査役候補者とした理由]

同氏は、国内外で工事・営業分野の専門知識、豊富な経験を有し、また、当社グループ

で内部監査分野の責任者として従事しており、当社の監査役に相応しい経験と能力を有

していることから、当社監査役として適任であると判断し、引き続き補欠監査役候補者

といたしました。

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．小坂貴氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で

あります。

当該契約の内容の概要は、以下のとおりであります。

当会社は、監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定め

る要件に該当する場合には賠償責任を限定する契約を締結することができる。た

だし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める 低責任限度額とす

る。

以　上

－ 51 －
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定時株主総会会場ご案内

会場　東京都中央区日本橋富沢町11番12号

サンライズビル４階　エキジビションホール

都営浅草線・
　東日本橋駅

Ａ３

Ａ４

１

１

清洲橋通り

久松警察署
サンライズビル
エキジビションホール

J
R
総
武
快
速
線
・
馬
喰
町
駅

都営新宿線・馬喰横山駅

郵便局

江
戸
通
り

京都きもの友禅

みどり通り

さわやか信用金庫

日本橋税務署（改修工事中）

三菱東京ＵＦＪ銀行

東京メトロ日比谷線・人形町駅

都
営
浅
草
線　

人
形
町
駅

NTT

三井住友銀行

東京メトロ日比谷線・小伝馬町駅

ホテル
堀留ヴィラ

人形町通り

みずほ銀行

東京メトロ日比谷線　　　　　　　小伝馬町駅１出口より徒歩４分

東京メトロ日比谷線・都営浅草線　人形町駅Ａ４出口より徒歩５分

都営新宿線　　　　　　　　　　　馬喰横山駅Ａ３出口より徒歩３分

ＪＲ総武快速線　　　　　　　　　馬喰町駅１出口より徒歩４分

なお、駐車場がございませんので、上記の交通機関をご利用ください。

地図


